






































































































































































































０２：M =７５．０，０５教育方法学０２：M =８４．０；t（６３）=－２．０２，p <．０５），「１６．知的関心



















教育方法学０１：M =６４．０，０６教育方法学０１：M =７２．３；t（１２６）=－２．０７，p <．０５）の３
項目において，「指定席」方式の「０５教育方法学０１」よりも「条件付き自由席」
方式の「０６教育方法学０１」のほうが有意に高かった。さらに，「９．言語明瞭」





















































































































































































































ピュータのプレゼンテーション・ソフト（Microsoft PowerPoint for Windows）を
使って作成したものである。これらのスライド・ファイルは，大学情報センターが
管理する共用のネットワークドライブの一つである「“Nile２”のLesson（S）」のなか
に設けた筆者専用のフォルダー内に保存し，授業中に利用した。このフォルダー内
の各ファイルは，本学計算機センターにID登録した当該科目履修者であればだれで
も自由に閲覧できるが，閲覧者が勝手に書き換えや削除などができないような安全
策がとられている。また，公開したスライドの内容は文字情報を中心としたもので，
文献やインターネット・ホームページから引用した図表や写真などは，不正利用を
防ぐため削除した。
１１）今回の調査結果の分析に際し，全学自己点検・評価室からデータ・ファイルを快
くご提供いただきました。ここに記して厚く御礼申し上げます。
１２）明らかに不誠実，不適切な回答であると見なされたごく少数のデータは，分析対
象から除外した。たとえば，すべての項目で「１」が選ばれていた（回答者の学年
として教育方法学クラスには含まれていないはずの１年次生にもマークがあった）
もの，所属と学年以外のすべての質問項目で「５」が選ばれているうえに自由記述
欄にも不適切な書き込みがなされていたものなどである。
１３）文部科学省（２００５）*は，２００５年に発生した長崎県佐世保市での小６女児同級生殺
害事件に対応して「児童生徒の問題行動対策重点プログラム」を作成した。その後，
そのプログラムに家庭教育の支援等を加えるなどして見直しを図り，一連の事件を
含む児童生徒の問題行動等に対処するために，「新・児童生徒の問題行動対策重点プ
ログラム（中間まとめ）」として当面の重点的対応策を発表した。そのなかで，当面
の対応策として，学校で安心して学習できる環境作りを推進するために生徒指導体
制を強化することが提唱された。そして，その有効な方策として，学校内の規律を
維持させる目的で「ゼロ・トレランス（毅然とした対応）方式」が取り上げられ，
その効果について調査・研究をするという施策が提示された。
さらに，文部科学省（２００６）**によると，この「ゼロ・トレランス方式」とは「ク
リントン政権以来，米国の学校現場に導入されている教育理念及び教育実践を表現
したもので，学校規律の違反行為に対するペナルティーの適用を基準化し，これを
厳格に適用することで学校規律の維持を図ろうとする考え方であり，軽微な違反行
為を放置すればより重大な違反行為に発展するという『破れ窓理論』による」もの
だとされる。
* 文部科学省「新・児童生徒の問題行動対策重点プログラム（中間まとめ）」（平成
学生による授業評価（!）
－４５１－
１７年９月２２日）を参照のこと。
http : //www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/09/05092202.htm
** 文部科学省初等中等教育局児童生徒課（編）『生徒指導メールマガジン』，第１６号
（平成１８年１月３１日）を参照のこと。
http : //www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/magazine/06062901.htm#1
１４）ただし，この「条件付き自由席」方式を導入するためには履修者数の２倍近くの
座席を確保しなければならないという，利用上の制約がある。したがって，「心理学」
など２００～３００人あるいはそれ以上にもなる大人数クラスの場合，５００人以上の大教室
が利用できなければ，この方式の利点は十分に活かされなくなるであろう。
１５）林 創・大塚雄作２００８「関西地区の大学教育における授業評価の現状」 日本教
育心理学会第５０回総会発表論文集，p．３９３．
桃山学院大学人間科学 No. 36
－４５２－
